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５)土砂災害警戒区域への対応 
① 土砂災害警戒区域の指定状況 

 本計画地の山側には、土砂災害警戒区域（桜井-河西-001）が指定されており、主要地方

道側敷地の北側の一部と、南側敷地の概ね全域が警戒区域に入っております。 
 

□土砂災害警戒区域等の指定の公示に係る図書（その１） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

□土砂災害警戒区域等の指定の公示に係る図書（その２） 
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□土砂災害警戒区域（桜井-河西-001）の調書 

 土砂災害警戒区域（桜井-河西-001）の土石流区域調書による計画地の土石流の高さ

は 0.3ｍ、建築物の耐力は 28.3～23.9kN/㎡となっております。 
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② 土砂災害警戒区域に対する建築基準法の規定 
 土砂災害警戒区域における建築基準法での規定は、建築基準法施行令第 80 条の３に

より土砂災害特別警戒区域内における居室を有する建築物の構造方法が示されているが、

この規定は、土砂災害特別警戒区域を対象としており、本計画地の土砂災害警戒区域に

おいては規定がない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※1 住宅地分譲や社会福祉施設、学校及び医療施設といった災害時要援護者施設の建築のための開発行為につい

ては、土砂災害を防止するための自ら施行しようとする対策工の計画が、安全を確保するために必要な技術

基準に従っているものと都道府県知事が判断した場合に限って許可されることになる 
※2 住民等の生命体又は身体に著しい危害が生じるおそれある建築物の損壊を防ぐために、急傾斜地の崩壊等に

伴う土石等の建築物に及ぼす力に対して、建築物の構造が安全なものとなるようにするために、居室を有す

る建築物については建築確認の制度(※5)が適用される。 
区域内の建築物の建築等に着手する前に、建築物の構造が土砂災害を防止・軽減するための基準を満たすも

のとなっているかについて、確認の申請書を提出し、建築主事の確認を受けることが必要になる。 
※3 本計画では割愛する。  
※4 宅地建物取引業者は、特別の開発行為において、都道府県知事の許可を受け取った後でなければ当該宅地の

広告、売買契約の締結が行えず、当該宅地又は建物の売買等にあたり、特定の開発の許可について重要事項

説明を行うことが義務付けられている。  
※5 レッドゾーンに対しては県知事によって構造計算に必要な数値が定められているが、イエローゾーンについ

てはその対象ではない。 
 県知事によって定められる構造計算に必要な数値 
 ・土石流が建物外壁に与える水平力の強さ 
 ・土石流が建物外壁に与える水平力の高さ 
 ・構造計算等によって制限される外壁の構造 
 ・外壁の構造(RC 造)と厚さ        
 ・コンクリート強度 
 ・鉄筋の配筋本数 
 ・開口の大きさの制限       
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□建築基準法施行令第 80条の３ 

（土砂災害特別警戒区域内における居室を有する建築物の構造方法） 
第八十条の三 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年

法律第五十七号）第九条第一項に規定する土砂災害特別警戒区域（以下この条及び第八十二条の

五第八号において「特別警戒区域」という。）内における居室を有する建築物の外壁及び構造耐

力上主要な部分（当該特別警戒区域の指定において都道府県知事が同法第九条第二項及び土砂災

害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令（平成十三年政令第八十四号）

第四条の規定に基づき定めた土石等の高さ又は土石流の高さ（以下この条及び第八十二条の五第

八号において「土石等の高さ等」という。）以下の部分であつて、当該特別警戒区域に係る同法

第二条に規定する土砂災害の発生原因となる自然現象（河道閉塞による湛たん水を除く。以下こ

の条及び第八十二条の五第八号において単に「自然現象」という。）により衝撃が作用すると想

定される部分に限る。以下この条及び第八十二条の五第八号において「外壁等」という。）の構

造は、自然現象の種類、当該特別警戒区域の指定において都道府県知事が同法第九条第二項及び

同令第四条の規定に基づき定めた最大の力の大きさ又は力の大きさ（以下この条及び第八十二条

の五第八号において「最大の力の大きさ等」という。）及び土石等の高さ等（当該外壁等の高さ

が土石等の高さ等未満であるときは、自然現象の種類、最大の力の大きさ等、土石等の高さ等及

び当該外壁等の高さ）に応じて、当該自然現象により想定される衝撃が作用した場合においても

破壊を生じないものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものとしなければならない。

ただし、土石等の高さ等以上の高さの門又は塀（当該構造方法を用いる外壁等と同等以上の耐力

を有するものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものに限る。）が当該自然現象によ

り当該外壁等に作用すると想定される衝撃を遮るように設けられている場合においては、この限

りでない。 
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③ 安全対策の検討 
A) 土砂災害警戒区域内での建築における対策検討 
 本計画地は、土砂災害警戒区域（桜井-河西-001）の指定のため、建築基準法上は対

策を行う必要がないが、乳幼児が利用する施設であることを勘案して、土砂災害特別警

戒区域と同様の建築物の構造方法を検討するものとします。 
 建築基準法施行令では、「建築物の外壁及び構造耐力上主要な部分の構造は、最大の

力の大きさ等及び土石等の高さ等に応じて、当該自然現象により想定される衝撃が作用

した場合においても破壊を生じないものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いる

ものとしなければならない」と定められております。 
 今回の土砂災害警戒区域における計画地における最大の力の大きさ 28.3kN、土石等

の高さは指定値が 0.3ｍのため、0.35ｍ未満となり、これの衝撃を遮るように、門又は

塀を設けるか、外壁が耐えられるようにするかで対応することとします。 
 

□対策案１ 

 敷地外周に門又は塀による対策を講じる場合：35 ㎝以上の待ち受け壁を設けます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

30°のラインより少

し長く擁壁を設置 

待ち受け壁（擁壁）

を 0.35ｍ以上設ける 
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□対策案２ 

 建築物の外壁による対策を講じる場合：建物基礎を 35 ㎝以上の高さで設け、開口部

を設けない。この場合、平面でエントランスとしている部分に壁を設置する必要がある

ので、玄関口の設置が困難になります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上記の対策案を踏まえて、対策案２でも対応可能であるものの、玄関エントランスがガ

ラス張りの構造となることで対応できないため、建築施設の建物に至るまでの外構整備に

おいて対策を実施するものとします。 

具体的には、高さ 40 ㎝程度の花壇をエントランスの外側に設置することで、玄関エン

トランスを防護するものとし、それ以外の部分は、北側壁面に腰壁以上に窓の設置と、厨

房及び通路の外部扉については、鉄扉を設置するものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

30°のラインまで外壁を対策し、開口部を設けない 

 

花壇（H=400 以上） 鉄扉を設置 
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６)現状の保護者送迎状況の整理 
① 現状における園児の送迎状況 

保育所での園児の受け入れは、午前 7 時 30 分から早朝保育受け入れ、午前 8 時 30 分

からの通常保育受け入れを行っている状況です。 
 

② 送迎状況のヒアリング結果 
A) 第２保育所 

第２保育所は、児童数 160 名程度で駐車場がないため、道路部での対応を行う必要が

ある施設となっています。 
早朝保育、通常保育の送迎状況は下記の通りです。 

・早朝保育 7：30～8：30 
 保護者は路上駐車して、保護者が子どもを保育室まで連れて行き引き渡しを行います。 
・通常保育 8：30～9：30 

門及び１階に職員が待機しており、保護者が路上駐車して、子どもを玄関口前で職員

が引き取りを行います。 
 

B) 他の保育所 
駐車場のある保育所は、保護者が駐車場に駐車し、子どもを保育室まで連れて行き引

き渡しを行います。 
 

C) 桜井南幼稚園 
桜井南幼稚園の送迎状況は、受け入れ時間が 8:30～9:30で、送迎方法の２パターンで

行っています。 
・３歳児もしくは妊婦の場合 
３歳児もしくは妊婦の場合は、正門より敷地内の駐車場に駐車して、クラスまで連れ

て行き引き渡しを行います。 
・４歳児以上かつ妊婦でない場合 
４歳児以上かつ妊婦でない場合は、道路反対側の駐車場もしくは図書館の駐車場に駐

車して、園庭側の入口より入って、クラスまで連れて行き引き渡しを行います。 
 

D) 桜井南幼稚園以外の幼稚園 
桜井南幼稚園以外の幼稚園は、駐車場があることや児童数が少ない状況であるため、

敷地内の駐車場に駐車して、クラスまで連れて行き引き渡しを行っています。 
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７)保護者送迎用駐車スペースの検討 
① 送迎の考え方 

保護者の送迎の考え方は、こども園のエントランスで引き渡しを実施します。 
 

② 定員数 
・児童定員 182 人 （０～２歳 54 人、３～５歳 128 人） 
クラス人数：０歳児 12 人、１歳児 18 人、２歳児 24 人、３ 歳児 40 人（２ クラス）、

４ 歳児 44 人（2 クラス）、５歳児 44 人（2 クラス） 
・職員数 52 人 

 
③ 駐車場台数の考え方 

駐車場必要台数については、現状の保護者の送迎状況の整理を踏まえ検討を行います。

園児数は 182 人で、そのうち自動車による送迎は 95％の 173 人で設定します。 
 1 台の滞在時間は、駐車場の一番遠い駐車マスから、施設のエントランスまでの距離

を算出して、そこまでの歩行時間を歩行速度（行きは園児の歩行速度 59m/min、帰りは

20 歳代の歩行速度 74 m/min）で計算し、園児の受け渡し等の時間０～２歳は８分、３

～５歳は３分、駐車場での車の乗降時間０～２歳は２分、３～５歳は１分、駐車場への

出入り時間３分を加えた滞在時間として計算を行います。 
 

□諸元の設定 

園児数の自動車送迎割合 95.0%   

最大歩行距離 駐車場と建物内移動  

送迎時間（分） 60   

１台滞留時間（分） 
移動時間＋受け渡し時

間＋駐車場出入時間 

受け渡し時間 

０～２歳は８分、３～５歳は３分 

車の乗降時間 

０～２歳は２分、３～５歳は１分 

駐車場出入車時間 ３分 
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□歩行速度の設定 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８)職員用駐車場の設置方針 

職員用駐車場については、職員数を基に設定するものとします。 
また、職員のうち自動車通勤を行う割合は、既存施設の状況から約 83.3％とします。 
職員用駐車場については、効率的な配置を行うため、縦列駐車による配置も含めて検

討していくものとします。 
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□駐車台数の検討 

旧学校給食センター等敷地のこども園の駐車場必要台数は、送迎用 23 台、職員用 43
台の合計 67 台以上の駐車場を確保する必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

□駐輪台数の検討 

駐輪場は、客用駐輪場６台と職員用駐輪場 10 台で合計 16 台（自転車 11 台、バイク

５台）を確保します。 
 

・客用駐輪場：182×0.03＝6 台 
利用者の交通分担：車 95％、自転車３％、その他(徒歩など)
２％ 

・職員の駐輪場 10 台（自転車 5 台・バイク 5 台） 
 
 

 

０－２ ３－５
駐車
台数

想定園児数 182 54 128

自動車送迎 173 52 122 0.95

実利用者（早朝除く） 31 73 0.6

最大歩行距離 132 ― ―

引き渡し行 2.3 2.3 2.3 59

引き渡し帰 1.8 1.8 1.8 74

受け渡し 8.0 3.0

乗り降り 2.0 1.0

駐車場出入車 3.0 3.0

534 813 1,346

22.4 23

職員数 52 52

自動車通勤割合 0.83 43.2 44

65.6 67

合計

送迎用駐車台数

職員用駐車台数

駐車場合計

8：30－9：30（60ｍ）
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９)施設計画における駐車場配置の方針 
駐車場の配置については、上記の必要台数である保護者送迎用駐車台数 23 台と職員

用駐車場 44 台の合計 67 台以上を確保するように検討していきます。職員用駐車場は、

縦列駐車も含めて配置を検討します。 
「桜井市開発指導要綱」においては、車いす使用者用駐車施設の付置義務は定められ

ていないですが、「奈良県住みよい福祉のまちづくり条例」により車いす使用者区画１

台以上設ける方針とします。 
こども園に整備することにより利用者数が大幅に増加することで、送迎車両台数も大

きく増加することが予想されるため、地域への影響を軽減することから、駐車場への入

口を 1 カ所と、出口を 1 カ所で設け、場内を一方通行化して運用を想定します。 
 

□施設配置における駐車場設置イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

67 台以上の確保を目指す 



- 124 - 

１０)ゴミ処理 
ゴミ処理を行うためのゴミ置場の設置場所については、主要地方道桜井吉野線沿いの

現南幼稚園の進入路付近を想定して「桜井市ごみ処理センター」と関係機関協議を実施

しました。 
桜井市ごみ処理センターにおいては、ゴミ収集の安全性の視点から、新こども園の駐

車場を通行してゴミ収集車がゴミの収集を行い時間帯が通園時間帯と重なる可能性が高

いことから、西側の市道にゴミ置場を設置してほしいとの要望を受けたため、ゴミ置場

の位置を、西側に変更して配置しております。 
ゴミ置場の寸法は、幅 4ｍ、奥行き 2ｍ程度とします。 

 
□ゴミ置場の配置位置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

ゴミ置場（4×2ｍ） 



- 125 - 

１１)消防水利 
消防水利ついては、敷地の一部が消火栓の包括範囲外となっているため、敷地全

体が包括できるように、水道に消火栓の増設を要請します。 
 

□消火栓位置図の増設位置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

出典：桜井消防署 

消火栓の増設位置 
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２.複数案の提示と、環境、事業費等の比較 

１)配置計画における留意事項の整理 
① 外構部における配慮事項 
A) 施設の安全性の確保 

こども園の計画において、園児の安全性を確保することが重要であるため、敷地内に

土砂災害警戒区域（桜井-河西-001）が指定されている状況を踏まえ、区域外に施設を

設置するなどの検討を行います。 
 

B) 利用者用及び職員用駐車場の確保 
 こども園として整備された場合、園児の利用者数が大きく増加することから、周辺地

域への影響を最小限に抑えるため、送迎などでの利用車両数を想定し、必要な駐車場の

設置の検討を行います。 
 

C) 駐車場の出入口の検討 
 こども園の駐車場への出入口については、主要地方道での車両流動性を確保するため、

入口と出口を別々に設けるなど駐車場への出入りによる停滞を防げるように、出入口の

設置方法の検討を行います。 
 

② 施設の配置における配慮事項 
A) 敷地条件を踏まえた施設配置検討 

施設配置は、敷地の高低差など条件を踏まえて、効率的で利用しやすいようにするた

め、平屋建てと一部 2 階建ての２パターンを基本として、配置計画の検討を行います。 
 

B) 必要な規模の園庭確保 
 こども園の定員規模を基本として、必要な園庭規模を算定して確保するとともに、そ

の他、プール、倉庫など必要な施設を含めた面積を確保するように検討を行います。 
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２)概算建築工事費の算出 
① 概算建築工事費の検討 

 建築工事費は、認定こども園の整備事例を基に工事単価を算出します。３施設の平均

単価から平屋建ての場合 70 万円／㎡を基準とします。２階建てについては 15％アップ

で 80.5 万円／㎡を基準とします。 
 

□事例による建設工事費単価の算出 

  施設 構造・階数 
延床面積 

（㎡） 

工事単価 

（円/㎡） 

１ 奈良県大淀町 認定こども園 木造平屋建て 1,651 608,290 
２ 茨城県築西市 認定こども園 RC 造平屋建て 2,269 611,150 
３ 北海道小清水町 認定こども園 RC 造平屋建て 1,680 860,848 
 ３施設の平均    693,429 

 
② 厨房設備の工事費の検討 

厨房設備については、１日の食事の提供量により設備規模が設定されることから、本

施設の厨房においては、３～5 歳児（150 人）と職員数（52 人）の 202 食で想定を行い

ました。 
 

□厨房設備の工事費 

 厨房規模 工事費（千円） 

厨房設備 202 食 12,000 
※工事費はメーカーヒアリング 

 
③ 園庭の日除けの設置工事費の検討 

 園庭の日除けについては、第 10 章の１の２）の①において整備パターンを検討して

いますが、設置範囲が確定していない状況となっています。 
 現段階においては、プール上部の最低限の日除けの設置を想定した案での設置工事費

の算出を行います。 
 プール上部を設置した場合、設置規模は 136 ㎡（17ｍ×８ｍ）で開閉部分面積 136 ㎡、

固定部分 64 ㎡で、テント開閉は手動ウインチによるものとしました。 
 

□日除け工事費 

 設置規模 工事費（千円） 

日除け設備 144 ㎡（6ｍ×24ｍ） 23,400 
※工事費はメーカーヒアリング 
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□日除け設置範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

日除け設置範囲：6×24ｍ 
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④ 建築工事費の概算 

本施設の整備に必要となる建築工事費については、これまでの検討を踏まえると下記

の通りと想定されます。 
 また、想定した事業費の大きな部分を建築工事費が占めることから、近年の資材高騰

などを受けて年々工事費は上昇する傾向となっており、入札、着工時期を想定して、こ

れまでの国土交通省による建設デフレーターの推移から年平均５％程度の上昇を加味し

ておく必要性があります。 
 下記に示す事業費は、令和 6 年度現在のものとして算出しております。 
 

□概算事業費 

 整備内容 概算費用（千円） 
施設整備費 施設延床面積 A 案：2,012 ㎡ B 案：2,237 ㎡ 

A 案 工事単価：700 千円/㎡        1,408,400 千円 

B 案 工事単価：805 千円/㎡        1,800,785 千円 

（工事単価比較 平屋建て：２階建て、１：1.15） 

厨房設備費                12,000 千円 

日除け工事費               23,400 千円 

1,443,800 

1,836,185 

外構整備費 駐車場・園庭整備 

駐車場舗装：3,570 ㎡(西側敷地 534 ㎡＋東側敷地 3,036 ㎡) 

単価 150 千円/㎡ 535,500 千円  

園庭整備（遊具等）               10,000 千円 

菜園・ふれあい広場整備 450 ㎡ 

単価 20 千円/㎡   9,000 千円 

554,500 

 

 

宅地造成費 別途検討 － 
水路整備費 別途検討 － 

整備費  1,998,300 

2,390,685 
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３)整備パターンの比較検討 
① 整備パターン案 

   建物形状などの違う２案について比較検討を行います。 

 Ａ案（平屋建て） Ｂ案（平屋建て一部 2階建て） 

計画概要 １棟平屋建てで整備、道路側敷地は駐車場と菜園 １棟２階建てで整備、道路側敷地は駐車場と菜園 

施設計画 
建築面積 2,041 ㎡、延床面積 2,012 ㎡ 

駐車場台数 70 台(縦列 20 台)、園庭 1,247 ㎡ 

建築面積 1,914 ㎡、延床面積 2,291 ㎡ 

駐車場台数 70 台(縦列 20 台)、園庭 1,369 ㎡ 

道路 県道：幅員 10m、市道(非道路)：幅員 2m＋水路 1.5m（計画 2.5m） 県道：幅員 10m、市道(非道路)：幅員 2m＋水路 1.5m（計画 2.5m） 

法適用 第一種中高層住居専用地域 200/60、22 条地域、土砂災害警戒区域 第一種中高層住居専用地域 200/60、22 条地域、土砂災害警戒区域 

計画平面 

イメージ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メリット 
・平屋建てで整備できるため、維持管理がしやすい 

 

・園児が利用する諸室は１階に配置し、職員用の諸室を２階に配置することで効率的な配置となっている 

デメリット 
・園庭が狭くなる ・一部 2 階建てになることで建築単価が増加する 

 

整備費 
・工事費 1,998 百万円 ・工事費 2,390 百万円 

宅地造成費 
・旧給食センターと南幼稚園通路の擁壁、旧給食センターの入口スロープの北側の擁壁については更新 ・旧給食センターと南幼稚園通路の擁壁、旧給食センターの入口スロープの北側の擁壁については更新 

水路整備費 
・北側のブロック済みの更新 ・北側のブロック済みの更新 

建築上の 

取り扱い 

・前面道路の取扱：県道 ・前面道路の取扱：県道 

造成上の課題 
・開発許可申請が必要 ・開発許可申請が必要 

備考 
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３.基本計画図の作成 

１)基本計画図の概要 
基本計画図の A 案、B 案の概要を下記に示す。 

 
□基本計画図の概要 

 
 
 
  

 Ａ案 Ｂ案 

計画概要 
平屋建て 

道路側敷地は駐車場と菜園 

平屋建て一部２階建て 

道路側敷地は駐車場と菜園 

敷地面積 8,812.205763 ㎡ 8,812.205763 ㎡ 

施設計画   

内

訳 
建築面積 2,041 ㎡ 1,914 ㎡ 

延べ面積 2,012 ㎡ 
2,237 ㎡ 

（１階 1,860 ㎡、２階 377 ㎡） 

園庭面積 1.247 ㎡ 1,369 ㎡ 

デッキ面積 264 ㎡ 293 ㎡ 

駐車台数 70 台 70 台 

道路 
県道：幅員 10m、市道(非道路)：

幅員 2m＋水路 1.5m（計画 2.5m） 

県道：幅員 10m、市道(非道路)：

幅員 2m＋水路 1.5m（計画 2.5m） 

法適用 

第一種中高層住居専用地域 200/60 

22 条地域 

土砂災害警戒区域 

第一種中高層住居専用地域 200/60 

22 条地域 

土砂災害警戒区域 
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① A 案面積表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

面積諸元表　1階建て案
部屋種別 室数〈室〉 計画面積〈㎡〉 備考

エントランス 1 85

ほふく室 1 56

沐浴室 1 18

調乳室・配膳室 1 11

乳児室 1 56

保育室(2歳児) 1 60

保育室(3歳児) 2 120

保育室(4歳児) 2 120

保育室(5歳児) 2 117

早延長室 1 60

職員室(一部保健室) 1 76

調理室 1 130 便所範囲除く

洗濯室 1 28

遊戯室 1 171

遊戯室便所 1 11

遊戯室倉庫 1 28

休憩室(男) 1 11

休憩室(女) 1 14

更衣室(男) 1 11

更衣室(女) 1 14

シャワー室 1 4

脱衣室 1 4

WC 1 2

給湯室 1 4

相談室・会議室 1 24

図書室・支援室 1 40

教材庫１ 7 84
ほふく室・乳児室、１・3・4歳児保育
室、図書室・支援室

教材庫２ 3 41 2・5歳児保育室

教材庫３ 1 9 早延長室

男子便所 1 3

女子便所 1 3

多目的便所 1 6

便所１ 2 40 3・4歳児保育室

便所２ 1 18 5歳児保育室

便所３ 1 23 早延長室・2歳児保育室

プレイルーム 1 112

倉庫 1 29

廊下 1 374

園舎合計 2,012
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園庭 1 1247 倉庫範囲除く

水遊び場(プール) 1 シャワーを含む

ブランコ 1 安全領域を含む

複合遊具 1

砂場 1 4m×7ｍ

デッキ 1 264

外部倉庫 2 60

エントランスポーチ 1 31

プレイロット 1 60

物干しスペース 1 20

舗装部 1 534

屋外合計 2,216

菜園・ふれあい広場 1 450

駐車場舗装 1 3,036

屋外合計（東側） 3,486

―
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② B 案面積表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

面積諸元表　2階建て案
部屋種別 設定面積〈㎡〉 室数〈室〉 計画面積〈㎡〉 備考

エントランス 83.6 1 84

階段室 22.8 1 23

ほふく室 59.2 1 59

沐浴室 20.4 1 20

調乳室・配膳室 12.8 1 13

乳児室 59.2 1 59

保育室(2歳児) 63 1 63

保育室(3歳児) 59.5 2 119

保育室(4歳児) 59.5 2 119

保育室(5歳児) 68.3 2 137

早延長室 63 1 63

職員室(一部保健室) 75.4 1 75

調理室 146.6 1 147

遊戯室 175.5 1 176

便所・シャワー 39 1 39

相談室 6.4 1 6

図書室・支援室 38.3 1 38

教材庫１ 8.5 4 34 3・４歳児保育室

教材庫２ 9.8 2 20 ５歳児保育室

教材庫３ 6.5 2 13 ほふく室・乳児室、１歳児保育室

教材庫４ 6 2 12 早延長室・2歳児保育室

男子便所 2.8 1 3

女子便所 2.8 1 3

多目的便所 6.2 1 6

便所１ 21.3 2 43 3・４歳児保育室

便所２ 15 1 15 早延長室・2歳児保育室

倉庫１ 30 1 30 遊戯室

書庫 15 1 15

廊下兼プレイルーム 427.4 1 427

１階園舎合計 1,860

階段室 22.8 1 23

休憩室(男) 14 1 14

休憩室(女) 16 1 16

更衣室(男) 15.8 1 16

更衣室(女) 18 1 18

洗濯室 25.5 1 26

物干しベランダ 66.1 1 66

給湯室 4 1 4

会議室 42.5 1 43

便所３ 2 1 2

倉庫２ 26 1 26

倉庫３ 53 1 53

廊下 71 1 71

吹き抜け 89.6 1

２階園舎合計 377
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園庭 1369.4 1 1,369 倉庫範囲除く

水遊び場(プール) 38.3 1 シャワーを含む

ブランコ 40 1 安全領域を含む

複合遊具 64 1

砂場 16 1 4m×7ｍ

デッキ 293 1 293

外部倉庫 21 2 42

エントランスポーチ 31.1 1 31

プレイロット 60 1 60

舗装部 534 1 534

屋外合計（西側） 2,330

菜園・ふれあい広場 450 1 450

駐車場舗装 3036 1 3,036

屋外合計（東側） 3,486

―
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２)基本計画図【A 案】 
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３)基本計画図【B 案】 
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４)整備イメージ 
 
外観                       廊下と園庭が一体的な空間            廊下も様々に利用できる空間            園庭  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 菜園                                                                         

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                           
 
 
 
 
 
 

 
  

ふれあい広場 

菜園 

園庭 
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５)厨房設備（参考） 
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□厨房設備リスト（参考） 
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第４章 造成計画の検討 
 
 

  

第４章 造成計画の検討 
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第４章 

造成計画の検討 

 

１.造成計画の検討 

１)擁壁・水路の現況 
 旧給食センター及び桜井南幼稚園の擁壁・水路の状況写真を下記に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

旧給食センター側 

主要地方道擁壁の北方向を撮影 
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旧給食センター側 
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２)擁壁の現状 
「①、②、④」の擁壁(水路)についても、設置年が古く現在の宅地擁壁基準に準拠し

ていないと思われます。 
 
「①」については、水路であるため事業が異なることも踏まえ、現計画では既存水路

は存置で考えています。 
今後、開発において水路擁壁と造成について確認が必要になります。 
 
「②」については、既存擁壁で調査を実施した結果から、現計画では既存水路は存置

で考えています。 
 
「④」については、宅地造成するにあたり現在の基準に準拠していないため、やり直

しが必要と考えられます。宅地側に水路擁壁が設置されていることも踏まえ、水路配置、

擁壁配置の水路管理者及び関係者を含めて考える必要があります。 
 
 

３)擁壁の安全性を確認する場合 
①水路の安全検証 
→宅地擁壁としての安定を確認。 
 
②道路の擁壁（北側：幼稚園への通路と民地の間の擁壁） 
→宅地擁壁としての安定を確認。 
  
③主要地方道の擁壁（県道と旧給食センターの擁壁） 
→主要地方道による構造物であるため安定計算は不要と考えます。 
 
追加④幼稚園北側水路擁壁の安全検証 
幼稚園北側の水路擁壁が宅地内に入っています。 
この擁壁については、水路配置等を含め水路管理者及び関係者と調整が必要になります。 
施設整備する敷地となるため、安全な擁壁となるように検討を行います。 
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２.各設計検討図の作成 

１)造成計画図 
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第５章 雨水貯留施設の検討 
 
 
  

第５章 雨水貯留施設の検討 
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第５章 

雨水貯留施設の検討 
 

１.与条件等の整理と整備方針検討 

１)与条件等の整理 
現状で計画地中央付近(旧給食センターと桜井南幼稚園の間)に南側から北側に流下す

る水路があります。 

□状況の整理 

・水路は旧給食センターと桜井南幼稚園の間を南側から北側に流下し、桜井南幼稚

園横を西側に流下し下流北側へと流下しています。 

・上流側は小学校敷地内にボックスカルバートが設置されています。 

・幼稚園への横断はボックスカルバートが設置されています。 

・水路は両岸擁壁が設置され、底張コンクリートとなっています。 

・大部分の水路底には土砂が堆積し、植生が繁茂しています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

桜井南幼稚園 
旧給食センター 

桜井南小学校 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

計画敷地 

水路 

凡 例 

参考：Google map に加筆 図 現況水路位および写真位置図 
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① 水路上流側(小学校下ボックスカルバート)を望む ②南側から下流を望む 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
③橋(ボックスカルバート)から上流を望む    ④橋(ボックスカルバート)を望む 
 
  
 
 
 
 
 
 
   
⑤幼稚園横の水路を望む            ⑥水路下流方向を望む (落差工あり) 

 
 
 
 
 
 
 
 

写真 現況水路写真 

 
 
 
 

落差工 
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２.雨水貯留施設の検討  

１)排水条件の整理 
「桜井市流域関連公共下水道事業基本計画」H7 桜井市建設部下水道課による資料か

ら、計画地の下水道事業基本計画による流出量、計画断面等について以下にまとめます。 

 

対象排水区：寺川右岸第２排水区 

資 料 名：・区画割施設平面図 

・雨水流量表 

・縦断図(雨水) 

 

表 計画雨水流出量および計画水路流下能力 
場所 桜井南小学校横断 桜井南幼稚園東側 桜井南幼稚園北側 下流側 

管番号 5 6 7 8 
流域面積 24.26 ha 24.86 ha 25.34 ha 33.21 ha 
雨水流出量 6.330 m3/s 6.330 m3/s 6.379 m3/s 7.041 m3/s 

     
管断面 2000×2000 1800×1700 1800×1700 2700(2000)×

1500 
勾配 17.30 ‰ 2.20 ‰ 2.20 ‰ 20.90 ‰ 
流速 7.54 m/s 2.47 m/s 2.47 m/s 6.95 m/s 

流下能力 27.121 m3/s 6.804 m3/s 6.804 m3/s 19.025 m3/s 
管底高(上流) 98.060 m 95.817 m 94.239 m 92.770 m 
管底高(下流) 96.240 m 95.010 m 92.780 m 90.090 m 
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区画割施設平面図 

計画敷地 

水路 

凡 例 
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⑩ 

⑨ 
⑧ 
⑦ 
⑥ 
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管記号 
管径 
勾配 
流量 
流速 
 

土 被 り 
 
管 底 高 
 
地 盤 高 
 
累加距離 
 
区間距離 

数値拡大 
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２)排水路検討 

 
排水路は前項による流出量を流下できる計画とします。 
 

表 計画排水路対象流出量 
場所 桜井南幼稚園東 桜井南幼稚園北 

管番号 6 7 
流域面積 24.86 ha 25.34 ha 
雨水流出量 6.330 m3/s 6.379 m3/s 

 
ただし、本計画においては既存排水路を存置の上で整備を進める予定のため、排水路

の付け替え検討は実施しないものとします。 
 
 

３)雨水貯留施設の検討 
雨水貯留施設については、開発申請による対応としては必要ないものとなりますが、

下流域への負担軽減においては、任意貯留として整備を検討します。 
「大和川地域防災調整池等技術基準（小規模開発雨水流出抑制対策）」においては、

「防災調整池等は、昭和 57 年 8 月降雨に対して、開発後におけるピーク流量を開発前

におけるピーク流量の値まで、調整するために必要な容量を持たなければならない」と

されています。 
そのため、最大貯留量は、過大な負担をかけないことを前提に、開発面積 1ha 当たり

300 ㎥／ha とされています。 
本計画敷地は 8,812 ㎡であることから、概ね 300 ㎥を目安に任意貯留を検討していく

ものとします。 
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３.縦横断設計の検討   

詳細については、開発協議により対応を行うものとします。 
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第６章 事業手法の比較検討 
 
 
  

第６章 事業手法の比較検討 
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第６章 

事業手法の比較検討 

 

１.事業手法の比較 

１)こども園の整備における設計・施工の事業手法 
こども園の整備については、設計、施工の段階での事業手法として、①設計施工一括

発注方式（DB 方式）、②ECI 方式、③設計施工分離発注方式の３つがあり、各事業手法

についての特徴を下表に示します。 
 
□事業手法の特徴 

 事業手法 事業内容 

１ 設計施工一括発注方式 
（DB 方式） 

設計と施工を施工会社が一括で実施するため、設計に施工

会社の技術力が活かせるほか、工事費や工期を早期に高い

精度で確認でき、資材の先行発注などによって工期の短縮

が可能になる 

２ 
ECI 方式（アーリー・

コントラクター・イン

ボルブメント方式） 

施工会社が設計段階では技術協力という形で参画すること

で計画に施工会社の技術力が活かせるほか、設計と施工の

責任区分が明確化できる 

３ 設計施工分離発注方式 
設計と施工の責任区分が明確で、競争環境が高く、建設コ

ストの縮減効果が最も期待できる、比較的デザイン性が高

い 
 
 

２)事業手法別での設計・施工の責任の整理 
事業手法における設計・施工段階での設計事務所と施工会社との責任範囲を下表に整

理を示します。 
 
□事業手法別の責任範囲 

 事業手法 設計 施工 

１ 設計施工一括発注方式 
（DB 方式） 

  

２ ECI 方式 
  

３ 設計施工分離発注方式 
  

  

施工会社 

設計事務所 施工会社 

施工会社 

施工会社  
設計事務所 

施工会社(技術協力) 
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３)事業選定における条件整理と評価項目 

「桜井市立保育所・幼稚園の再編に向けて基本計画【改訂】(令和７年３月)」より令

和 10 年度までに１施設の開園を目指していることから、着実に目標年度までに開園で

きるように、計画、設計、工事、開業準備を行うことが最も重要となります。 
１施設目については、目標年度が最重要であるため、着実にその実現を図るためには、

これまでの発注状況などを勘案して事業手法を検討するものとします。 
上記の内容を条件として、事業手法の選定における評価項目を下記に設定します。 

 

評価項目 評価内容 

競争環境によるコストメリット 発注における競争原理が生じやすさを評価する項目

として設定 

プロジェクトスケジュールの工夫度 プロジェクトのスケジュールを管理していく上で、

工期短縮などの工夫ができる余地 

施工会社の技術力の活用 施工会社が受注後に、技術力を生かして、工事の創

意工夫を行うことができるかについての余地 

デザイン性 
建築の設計を行う際に、自由な発想などにより、利

用者や地域などに寄与するようなデザイン性を取り

入れた設計ができる自由度 

コストの透明性 
計画、設計、工事におけるコストが分かりやすく区

分することができるかというコスト内容や項目の透

明性 

発注者の事務的負担 
発注者が計画、設計、工事を発注していく上で

の準備や対応などにおける事務的な負担度合い

や要する期間 

発注者の契約経験度 
発注者が計画、設計、工事を発注していく上

で、これまでの契約状況から円滑な契約対応が

可能であるかの経験度 
 
 

４)事業手法の比較・選定 
事業手法を７つの項目で比較評価を行い、その結果、目標年次での着実な完了を図る

ためには他の事業手法と検討した上で「設計施工分離発注方式」を選定し、今後、事業

を進めるものとします。 
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設計施工一括発注方式 

（DB 方式） 
ECI 方式 設計施工分離発注方式 

競争環境に

よるコスト

メリット 

〇 
設計段階で施工会社を選

定するため、ある程度の

競争環境の構築は可能 

〇 
設計段階で施工会社を選

定するため、ある程度の

競争環境の構築は可能 

◎ 
設計完了後に施工会社選

定を行うため、競争原理

によるコストメリットを

最も享受できる 

プロジェク

トスケジュ

ールの工夫

度 

〇 
実施設計から施工会社に

委託するため、先行発注

や早期施工計画検討など

が可能となる 

〇 
技術協力を行う施工会社

による早期施工計画検討

などは可能であるが、施

工会社が決定されたわけ

ではないので、先行発注

はできない 

△ 
設計者、施工会社それぞ

れの選定プロセスが必要

になるほか、工期短縮の

余地が少ない 

施工会社の

技術力の活

用 

◎ 
設計から施工会社に委託

するため、設計も含めて

施工会社の技術力を活か

せる 

〇 
設計段階で施工会社に技

術協力を委託すること

で、その技術力を活かす

ことができるが、範囲は

限定される 

△ 
実施設計後に施工会社選

定を行うため、施工会社

の技術力を設計に活かせ

る余地は少ない 

デザイン性 

△ 
設計から施工会社に委託

するため、設計者による

自由なデザイン性はある

程度担保される 

〇 
設計段階で施工会社と設

計者が協議して進めるた

め、設計者による自由な

デザイン性はある程度担

保される 

◎ 
設計者の自由なデザイン

性を十分に発揮できる 

コストの透

明性 

〇 
設計から施工会社に委託

するため、一定の透明性

が担保される 

〇 
設計から施工会社に技術

協力を委託するため、一

定の透明性が担保される 

◎ 
設計と施工の担当が分離

しているため、透明性が

担保される 

発注者の事

務的負担 

◎ 
業者選定や契約の回数が

減少するため、事務的な

負担は軽減される 

△ 
各段階で、業者選定や契

約の回数も多くなるた

め、事務的な負担は大き

い 

△ 
各段階で、業者選定や契

約の回数も多くなるた

め、事務的な負担は大き

い 

発注者の契

約経験度 

△ 
発注者の契約状況は、

経験が少なく、目標年

次までの完了が重要で

ある 

△ 
発注者の契約状況は、

経験が少なく、目標年

次までの完了が重要で

ある 

◎ 
発注者の契約状況は、経

験が多く、目標年次まで

の見通しがしやすい 

総合評価 

〇（７点） 
施工会社の技術力の活用

ができ、発注者の事務的

な負担が軽減できる 

△（５点） 
設計者の創意工夫がしや

すく、全体バランスが良

い 

◎（８点） 
設計者の創意工夫がで

き、各発注段階でコスト

縮減が可能で、透明性も

高い 
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２.整備スケジュール 

前項で選定した事業手法「設計施工分離発注方式」を前提として、令和 10 年度の施

設オープンを目標とした整備スケジュールを下表に示す。 
 

□整備スケジュール 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

旧給食センター 

桜井南幼稚園 

    

こども園整備 

    

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

解体工事 

基本設計 

実施設計 

造成 

工事 
建設工事 

業者

選定 
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第７章 関係機関協議 
 
  

第７章 関係機関協議 
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第７章 

関係機関協議 

 

１.関係機関協議のまとめ 

１)関係機関協議の概要 
 協議先 協議日 協議内容 

１ 奈良県 建築安全課 令和６年 
10月16日 

１．敷地造成についての確認 

①既存水路擁壁が開発区域外の場合 

②既存水路擁壁が開発区域内の場合 

③既存水路擁壁が開発区域内の場合 

④盛土規制法について 

２ 奈良県 中和土木事

務所 建築安全課 
令和６年 
10月31日 

１．旧学校給食センター等敷地認定こども園の奈

良県建築基準条例の取り扱い 

■ 第３条がけに近接する建築物 

１) がけに近接する建築物の取り扱い 

２) がけに伴う 30°の制限について 

３ 桜井ガス株式会社 令和７年 
２月 12 日 

１．ガスの引き込みについて 
 

４ 桜井市グリーンパ

ーク 
令和７年 
２月 14 日 

１．ゴミ置場の設置場所について 

  令和７年 
２月 17 日 

１．ゴミ置場の設置場所の回答 

 
 

２)前業務における関係機関協議の概要 
 協議先 協議日 協議内容 

１ 奈良県県土マネジ

メント部地域デザ

イン推進局建築安

全推進課 

令和 5 年 
8 月 16 日 

・２区画から１区画として建設することは区画

の変更に該当し開発行為と取り扱います。 
・既存擁壁については、安全性を調査し調査報

告書を提出する必要があります。 
２ 奈良県中和土木事

務所建築課建築係 
令和 5 年 
8 月 16 日 

・用途地域：第一種中高層住居専用地域、建蔽

率 60％、容積率 200％の地域であることを確

認しました。 
・東側県道は法 42 条 1 項 1 号道路(境界は未確

定)です。 
・西側道路は建築基準法上は非道路になりま

す。 
本敷地(現桜井南幼稚園と旧給食センター)を
一体的に利用して新認定こども園を建設する

ことは、土地の区画の変更に該当するため都

市計画法29条の開発許可が必要となります。 
・ブリッジに上屋(シェルター)を設置した場合

は建築物に該当します。 
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 協議先 協議日 協議内容 

３ 桜井警察署交通課

企画規制係 
令和 5 年 
10 月 4 日 

・出入口は、バス停留所のバスサインから 10m
以内に離隔すれば問題ないので、現状の出入

口を利用するのは問題ないです。 
４ 奈良県広域消防組

合桜井消防署 
令和 5 年 
10 月 4 日 

・現状の消火栓の位置から包括距離 120ｍで

は、旧給食センターと桜井南幼稚園の敷地が

包括できないため、防火水槽（40ｔ）が必要

となります。 
 ただし、水道局と協議して、120m で包括で

きる箇所に消火栓が設置された場合、防火水

槽は必要ありません。 
・消防活動関係は、階数 3 階・高さ 15m 未満

（階数 2 階、高さ 7m 程度）は対象外建築物

となります。 
５ 桜井市土木課 令和 5 年 

8 月 16 日 
〇水路上の建築について以下の 2 ケースの可否

の検討を依頼しました。 
①水路上を渡り廊下形式で横断することの可否

について。 
②水路をボックスカルバート形式としてその上

に建物を建築することについて。 
６ 桜井市上水道課 令和 5 年 

10 月 4 日 
・水道本管は、主要地方道桜井吉野線に

CIP200が埋設されています。この水道本管よ

り給水が可能です。 
・旧給食センターは、南東角から引き込みを行

っており、引き込み管径 50 と 25 の 2 本とな

っています。 
・桜井南幼稚園は、敷地内通路の奥の水路近く

まで SGP75 で引き込みを行っています。 
・引き込みを行った場合は、分担金が発生しま

す。 
７ 桜井市下水道課 令和 5 年 

10 月 4 日 
・下水本管は、主要地方道桜井吉野線に VU250
が埋設されています。 

・旧給食センターは、北東角から引き込みを行

っており、引き込み管径 150 となっていま

す。 
・桜井南幼稚園は、敷地内通路の奥の水路近く

まで VP100 で引き込みを行っています。 
８ 桜井市教育委員会

事務局文化財課 
令和 5 年 
10 月 4 日 

・文化財調査については、既存の建物に対して

新規に整備される施設が同じ範囲で、同じ深

さであれば、その範囲は文化財が壊されてい

るなどの状況であるなどから文化財調査の必

要がないが、施設の範囲や深さが変わる場合

は、文化財の調査が必要となります。また、

既存の建物が独立基礎や布基礎の場合、基礎

の間に文化財が残っている可能性がある場合

は、範囲が変わらなくても基礎形状がべた基

礎などに変わる場合などは文化財調査が必要

となります。 
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 協議先 協議日 協議内容 

９ 桜井市ごみ処理セ

ンター 
令和 5 年 
11月 29日 

こども園の整備に伴うごみ収集 
・南幼稚園と給食センター敷地を一体的に活用

して、こども園の整備を計画しており、ごみ

置き場を県道とは反対側にある西側道路に設

置することを検討しているが問題ないか。 
→住宅などもあり収集しているので、設置場所

は問題ないが、水路があるので、蓋掛けをお

願いしたい。 
ごみ置き場のスペース 
・ゴミ置き場はどの程度のスペースを確保すれ

ばよいか 
→ゴミ置き場は、分別のため、コンテナやメッ

シュボックスを支給するので置いていただく

必要があり、間口 4000×奥行 2000 を確保頂

ければ、十分である。 
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２.関係機関協議の協議簿 

１)奈良県 建築安全課 
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２)奈良県 中和土木事務所 建築安全課 
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３)桜井ガス株式会社 
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４)桜井市グリーンパーク 
① 第１回打合せ 
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② 第２回打合せ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



- 182 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第８章 基本設計仕様検討 
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第８章 基本設計仕様検討 
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第８章 

基本設計仕様検討 

 

１.基本設計の仕様書案 

「基本設計の仕様書案を作成し、別途報告します。 
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第９章 打合せ協議 
 
  

第９章 打合せ協議 
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第９章 

打合せ協議 

 

１.打合せ協議のまとめ 

１)打合せの概要 
 

 打合せ日 議題 

第 1 回 
打合せ 

令和 6 年 10 月 8 日 １．業務について 
□各業務について確認事項 

① 基本計画見直し業務について 
② 造成工事実施設計業務について 
③ 許認可申請業務について 
④ 地質調査業務について 

□各業務の連絡体制について 
２．その他 
□スケジュール等：当面の予定、コントロールと

なる日程（工程） 
第 7 回 
打合せ 

令和 6 年 12 月 4 日 １．業務について 
□基本計画について 
□造成計画について 

２．その他 
□スケジュール等：当面の予定、コントロールと

なる日程（工程） 

第８回 
打合せ 

令和 7 年 2 月 18 日  １．開発について 
２．施設計画について 

※4 業務の通し番号のため、開催回数が飛んでおります 
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２.打合せ協議簿 

１)第１回打合せ協議簿 
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２)第７回打合せ議事録 
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３)第８回打合せ議事録 
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